平成２４年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会　　派　　名
	公明党室蘭市議会

	議　　員　　名
	細川昭広・砂田尚子・柏木隆寿

	調査実施年月日
	平成２４年６月２９日（金）

	調査先　自治体名等
	東京都　多摩市

	調　査　項　目
	「多摩市公契約条例」について

	調　査　目　的
	市が発注する公共工事・委託業務に従事する公務提供者が適正な賃金を得るため、受注者並びに下請に対しどのような取り組みを求めているのか及び課題について調査


	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：１４４，１２５人（Ｈ２４．４．１現在）　　　行政面積：21.08ｋ㎡

２　視察内容
　全国初の公契約条例が千葉県野田市でＨ２２.２月施行され、神奈川県川崎市でもＨ２３.４月、相模原市でもＨ２４.４月に施行された。多摩市においては、Ｈ１８.３月「公共事業における賃金確保法「公契約法」の制定を求める意見書の提出に関する陳情」が議会で採択され、条例化については、調査研究が進められ、その間の対応としては、最低制限価格制度や低入札調査制度、総合評価方式にて対応してきた。Ｈ２２.４月の市長選において阿部市長の選挙公約のひとつに「公契約条例の制定」を掲げて当選し、実施に向けて検討開始。Ｈ２３.６月に事業者アンケートを行い、８月には多摩市公契約制度に関する審査委員会設置、９月パブリックコメント実施、９月～１０月事業者懇談会実施、Ｈ２３．１２月議会にて公契約条例案上程、全会一致で可決。Ｈ２４.４月１日より条例施行。Ｈ２４年度公契約対象案件、工事５件、委託５０件程度。


	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	多摩市の公契約条例の特徴は、工事に関しては１人親方も対象となり、熟練労働者とそれ以外に分け、熟練労働者の割合が８０％以上労務賃金積算、委託の対象範囲も福祉や子育てに関する委託契約も網羅しており、委託業務や指定管理業務では、６０歳以上は対象外とするなど、高齢者雇用の削減を防ぐ取り組みも細かくよく検討されていると感じました。また、労働者の雇用の安定と業務の質の維持、継続性の確保を図るため入札等で受注者が変わった場合でも継続して雇用を希望するものについては、特段の理由がない限りは継続して雇用するよう求めています。最低賃金法に定められた賃金で良いと考える労働者はほとんどいないと思いますし、収入が増え市内での消費に回ることになれば、経済効果も高まり、税収も増えると予想されます。行政側の管理業務の増加と役割分担の明確化。障がい者の就労においては、最低賃金法は適用外となっているが、就労の場確保に向け、どうするのか。委託業務対象範囲の選定と労務報酬下限額の設定。事業者側の労務台帳管理の手間が拡大することへの対応及び民間現場との賃金格差への対応など課題は尽きない。本市においても公共事業等の労務単価は下がり続けており、労働者の生活を確保するためには、公契約条例も必要と考える。しかし、本市単独で労務単価を上げることは補助金等の絡みもあり難しいので、国に対し要望すべきです。


